様式第1号（第6条関係）
　　　年　　月　　日　　
伊予市長　　　　　様
住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
伊予市地域おこし協力隊起業・事業承継支援事業費補助金
交付申請書
　伊予市地域おこし協力隊起業・事業承継支援事業費補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
1　事業の目的
2　交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　　　円
3　添付書類
⑴　事業計画書（別紙1）
⑵　収支予算書（別紙2）
⑶　誓約書（別紙3）
⑷　事業費の積算根拠を示す見積書、契約書等の写し
⑸　その他市長が必要と認める書類
様式第1号　別紙１
事　業　計　画　書
1　申請者
	ふりがな
	
	地域おこし
協力隊任期
	 　　年　　月～

	氏　　名
	
	
	 　　年　　月

	住所及び
連 絡 先
	伊予市

	
	電話番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	事業施行地
	伊予市


2　事業概要
	⑴　事業概要
	

	⑵　起業等の動機
	

	⑶　ビジョン・目標
	


3　事業内容
	⑴　事業コンセプト
	（商品の内容、ターゲット顧客、商品の提供方法、仕組み）


	⑵　現状分析等
	（業界のトレンド、市場規模、競合の状況、自社の強み・優位性）


	⑶　販売・仕入計画
	（具体的商品やサービス、単価、セールスポイント、販売方法等）


	⑷　店舗・施設計画
	

	⑸　実施体制・人員計画
	


様式第1号　別紙2
収　支　予　算　書
1　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	金　　　額
	備　　　考

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	
	
	

	合　　　計
	
	


2　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	品　　　名
	金　　　額
	積算根拠

	設備費
	
	
	

	備品費
	
	
	

	土地・建物賃借料
	
	
	

	法人登記に要する経費
	
	
	

	知的財産登録に要する経費
	
	
	

	マーケティングに要する経費
	
	
	

	技術指導受入れに要する経費
	
	
	

	経営改善に向けた専門人材の活用に要する経費
	
	
	

	新商品開発、新技術導入等による付加価値向上に要する経費
	
	
	

	従業員の育成・能力開発に要する経費
	
	
	

	合　　　計
	
	
	


3　損益計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	1年目
	2年目
	3年目
	備　　考

	売上高①
	
	
	
	

	売上原価②
	
	
	
	

	売上総利益③（①－②）
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	

	
	家賃
	
	
	
	

	
	減価償却費④
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	販売費及び一般管理費⑤
	
	
	
	

	営業利益⑥（③－⑤）
	
	
	
	

	営業外損益⑦（支払利息）
	
	
	
	

	経常利益⑧（⑥－⑦）
	
	
	
	

	法人税等⑨
	
	
	
	

	税引後利益⑩（⑧－⑨）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	返済可能額（④＋⑩）
	
	
	
	

	借入金返済額
	
	
	
	


様式第1号　別紙3
誓　　　約　　　書
　　　年　　月　　日　　
伊予市長　　　　　様
住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
（自署又は押印）

伊予市地域おこし協力隊起業・事業承継支援事業費補助金の交付申請に当たり、下記のとおり誓約します。
記
1　本事業は、地域おこし協力隊任期中の活動経験及び地域資源を活用し実施するものです。
2　補助金の額の確定通知があった日から5年以上、伊予市に継続して居住します。
3　伊予市及び伊予市転入前の前住所地において、市税等（市町村民税・固定資産税）の滞納はありません。

4　以上の事項をはじめ、市長が補助事業に関する調査を行うことについて異議を述べず、また調査への協力要請があったときは、信義に従い誠実に対応します。
5　法令又は伊予市地域おこし協力隊起業・事業承継支援事業費補助金交付要綱に違反又は不正等の事実があったときは、伊予市から受けた補助金の全部又は一部を直ちに返還します。
